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特定の国々間の自由貿易協定（Free Trade Agreement、FTA）や関税同盟（Customs Union、CU）
といった地域貿易協定（Regional Trade Agreements、RTA）による貿易の自由化は今後もますま
す活発する傾向にある。特に、FTA の発効件数は 1990 年代に入ってから急激に増加し始めて、90
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そのため、中国の各地域を明示的に捉えた形の応用一般均衡（Computable General Equilibrium 
Model、CGE モデル）モデルを作成した。ここで CGE モデルのベンチマークデータセットの基礎と
なっているのは、上述した輸出増加の分析と同じく中国多地域間産業連関表のデータである。こ
の多地域間産業連関表の 8 地域、8 部門からなる地域間産業連関表をもとに、中国が輸入関税を


































































































と一人当たりの変化額の合計額から読み取れる。国全体の GDP と厚生について、GDP が約 24.64％
の増加で 1 兆 5,818 億元の増加で、経済厚生の上昇率が 31.58％となり、等価変分 が 1,914 億元
であることが確認された。つまり、貿易自由化により中国の国全体としてはプラスの GDP 効果と
プラスの経済厚生の効果が生じるという結果となった。 
貿易自由化による地域別の GDP 効果について、一人当たり GDP の増加額が最も多いのは南部沿
海地域で 1 万 9,224 元である。それに対して、増加額が最も少ないのは北部沿海地域となり、マ




変分において南部沿海地域（1 万 3,652 元）と中部地域（53 元）は上昇して、それ以外の地域で
は減少となっている。減少している地域の中では、北部直轄市以外の一人当たり GDP のより高い
各沿海地域の減少は内陸地域に比べてより小幅な低下となっている。このように、貿易自由化に
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た研究は少なく、中国における政策効果の地域間格差の分析に応用したものこれまでにない。また多
くの労力を払って、関税、所得税、生産税、増値税、人口のデータを産業連関表に組み合わせて既存
の中国地域間産業連関表を補完し、整合的な社会会計表を整備したことは高く評価される。これによ
り、従来と比べてより広範な異なる前提の下で、貿易自由化を含む諸政策の地域効果を分析すること
が可能になった。特に中国社会会計表を地域間労働移動を組み込みうる形で整えて応用一般均衡分析
を行なった試みは既存の中国地域経済分析の範囲を一段と拡張した貴重なものである。 
 章をまたがる記号の統一、分析結果の文章表現などに改善が望まれる点があるが、以上の諸点にか
んがみて、著者は自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有することを示している。
よって、本論文は、博士（国際文化）の学位論文として合格と認める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
